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年発行している．本研究では，平成 23 年度の『母
子保健事業報告年報』から，各区市町村の健診受
診率，有所見率，要精検率，要治療率を抽出した．
また，各保健所で使用されている 3〜4 か月健診
の健診票（母子カード：図 1）は統一されておらず，
各自治体で独自に作成されている．このため，母
子カードにおける股関節の診査項目数は区市町村
によって異なっており，東京都内で統一されたも
のはない．要精査率に与える項目数の影響を検証
するため，各区市町村の母子カードの項目を調査
した．さらに，健診体制について調査するため，
板橋区の 3〜4 か月健診を見学し，3〜4 か月健診
を担当する 4 区の計 52 名の健診医に対してアン
ケート調査（図 2）を行い，①乳児股関節の診察で
何の所見をみているか，②開排制限は何度以下を
陽性としているか，③脚長差診察時の肢位（図 3）
をアンケート項目とした．

目　的

近年国内では，発育性股関節形成不全（以下，
DDH）の診断遅延例の増加が問題になっており，
各地域の乳児股関節健診の体制の見直しが迫られ
ている．東京都では，健診の実施主体は平成 9 年
より区市町村に移った．各区市町村で小児科医が
実施する 3〜4 か月健康診査（以下，健診）では，
小児科医が股関節開排制限と脚長差の有無を診察
し DDH のスクリーニングを行っている．東京都
の 3〜4 か月健診における股関節診察の実態を調
査し，今後の DDH スクリーニング体制の見直し
を検討する．

方　法

東京都における乳幼児健診の実施主体は各区市
町村であるが，東京都福祉保健局が各区市町村の
統計を取りまとめ，『母子保健事業報告年報』を毎
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要　旨　【目的】東京都では，小児科医が 3〜4 か月健康診査（以下，健診）で股関節を診察し，発
育性股関節形成不全（以下，DDH）のスクリーニングを行っている．本健診における股関節診察の実
態を調査し，今後の DDH スクリーニング体制の見直しを検討する．【方法】東京都が発行している
年報，各保健所の健診票，健診医アンケート調査により，3〜4 か月健診の健診受診率，要精検率，
要治療率，実際の股関節診察方法などを調査した．【結果】平成 23 年度における東京都 23 区の 3〜4
か月健診の受診者数は約 10 万 5000 人，股関節の要精検率は約 0.7％，要精検例のうちで要治療率
は約 6.6％であった．自治体により要精検率に差があり，17 区市町村は要精検率 0％だった．アン
ケート調査の結果，健診医の 100％が開排制限を診察していた．【考察】東京都で松戸方式を用いる
とすると約 1 万人が精密健診を受けることとなり，二次検診システムの整備や健診医への教育，保
健師の協力など，検診体制の整備が必要である．



日本小児整形外科学会雑誌 Vol. 26, No. 1, 2017　7

東京都の 3〜4 か月健診における DDH スクリーニング

図 1．母子カード

図 2．アンケート用紙
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結　果

母子保健事業報告年報によると，平成 23 年度
における東京都の 3〜4 か月健診の受診者数は約
10 万 5000 人で受診率は 95.8％であった．東京都
23 区全体では，健診での有所見率は 31.4％で，

「四肢」の割合は 6.7％であった．精密検査を受け
た割合（要精検率）は 2.2％で，そのうち整形外科
内訳は 42.2％（内科：22.4％，泌尿器科：8.3％，
皮膚科：7.8％，眼科：3.9％，外科：3.6％，耳鼻科：
3.4％，その他：1.1％）であり，要精検となった患
者の中では，整形外科的疾患が最も多いことが分
かった．「股関節」の要精検率は全受診者の約
0.7％で，そのうち治療を要したのは全受診者の

約 0.05％であった（図 4A）．「股関節」の精密健診
の結果の内訳は，「異常なし，または家庭で経過
観察」となった受診者が 55％，「通院で経過観察」
となった受診者が 37％，「治療を要する」受診者
が 6.6％，「不明」が 1.5％であり，要通院率は計
44％であった（図 4B）．

股関節の要精検率，要治療率を区市町村別に比
較した．23 区の要精検率は 0％から 2.6％で，0％
の区は 3 区あった．要治療率 0％の区は 7 区あっ
た．なお，要治療率 50％という大田区では独自
の健診体制をとっており，小児科医が要精査と診
断した受診者に対して，月に一度小児整形専門の
整形外科医が「療育相談」として保健所で X 線撮
影や装具治療などの外来診療を行う 2 段階方式を
とっているからである（図 5）．

23 区外（39 市町村）の要精検率は 0％から 1.9％
で，0％の市町村は 14 市町村あった．要治療率 0％
の市町村は 13 市町村あった（図 6）．

次に，3〜4 か月健診で使用されている母子カー
ドにおける股関節の診査項目数を区市町村ごとで
比較した．23 区では，それぞれ独自の母子カー
ドを使用しており，股関節の診察項目数は，区に
より異なっていた．23 区のうち 13 区が開排制限
1 項目で，次いで 8 区が開排制限・脚長差の 2 項
目であった．独自の股関節健診体制をとっている

図 3．アンケートの調査項目

図 4．股関節の有所見率・要治療率



日本小児整形外科学会雑誌 Vol. 26, No. 1, 2017　9

東京都の 3〜4 か月健診における DDH スクリーニング

大田区では 5 項目（開排制限，脚長差，クリック
サイン，大腿皮線非対称，肢位異常）であった．
診察項目数によって要精検率に差はなかった（図
7）．23 区外の市町村では，東京都福祉保健局が
作成した母子カードを共通して用いており，診察

項目は開排制限のみの 1 項目であった．
健診体制について調査するため，板橋区の 3〜

4 か月健診を見学したところ，3〜4 か月健診 1 回
当たり 2 時間で，受診者は 30 名おり，医師 2 名
と保健師 10 名の体制で行っていた．

図 5．23 区における股関節要精検率・要治療率

図 6．39 市町村における股関節要精検率・要治療率
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さらに，4 区の健診医（小児科医）へのアンケー
トを解析すると，①診察項目では，開排制限を診
察している医師が 100％，脚長差を診察している
医師が 96％，クリックサインを診察している医
師は 70％，大腿皮線を診察している医師は 50％
いた．4 項目を診察している医師は 40％，3 項目
を診察している医師は 45％おり，85％の医師が 3

項目以上診察していることが明らかとなった．②
開排制限の角度について，角度に関係なく左右の
差を診察している医師が 59％であった．次いで
26％の医師が 70°以下を開排制限が陽性と診断し
ていた．③脚長差の肢位の測定は，80％の医師が
Allis sign（股関節屈曲位）にて診断していた（図 8）．

診察項目数による要精検率の影響を考察するた

図 7．母子カード記載の診察項目数と内容

図 8．実際の診察方法のアンケート結果
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め，母子カードにおける股関節の診察項目数が異
なる 3 区でアンケート結果を比較した（図 9）．股
関節の診察項目が 2 項目の B 区でも 1 項目の C
区でも，85％以上の医師が 3 項目以上診察してい
た．C 区は，母子カードにおける股関節の診察項
目は開排制限の 1 項目のみだが，医師が実際に診
察している診察項目数は多く，かつ要精検率も高
かった．この結果から，要精検率は母子カードの
股関節の診察項目数よりも健診医個人の知識・技
量に依存すると考えられた．

考　察

松戸方式を用いている千葉県松戸市では，3〜4
か月健診での股関節の要精検率は約 15％であ
る3）．今回の調査では，東京都での 3〜4 か月健
診での股関節の要精検率は 0.7％であり，松戸市
と要精検率に大きな差がある．平成 23 年度の年
間出生数が松戸市は約 4000 人であったのに対し，
東京都は約 10 万人であり，東京都には膨大な受
診者がいる．東京都で松戸方式を用いて要精検率
が約 15％となると仮定すると，約 1 万 5000 人が
精密健診を受けることになる．さらに，東京都の
精密健診紹介体制において，股関節要精検と診断

とされた健診受診者が保健所から紹介されるのは
大学病院や小児専門病院であり，精密健診の受診
先一覧には整形外科診療所などがほとんど含まれ
ていない．前述の約 1 万 5000 人が，大学病院や
小児専門病院に紹介されることになるのである．
これらに対する対策として，まず二次検診システ
ムの整備が必要と考えられる．二次検診先に整形
外科診療所なども含め確定診断を行う病院数を増
やし，診断後に専門的治療を要する者を小児整形
外科専門医に紹介するという 3 段階方式の体制に
することで，大学病院や小児専門病院の二次検診
の負担を減らすことができる．今回の調査で，東
京都 62 区市町村の中で要精検率が 0％という区
市町村が 17 区市町村あった．東京都全体の平均
要精検率が 0.7％であることを考慮すると，母集
団が少ない受診者 500 人以下の自治体では 0 人で
ある可能性もあるが，受診者 1000 人以上の自治
体で要精検率 0％の自治体では，見逃しが発生し
やすい体制となっている可能性がある．

著者が見学した板橋区の 3〜4 か月健診では医
師 1 人当たり患者 15 名を 2 時間で診察しており，
患者 1 名当たりの診察時間は 8 分ということにな
る．3〜4 か月健診では，発達や栄養状態のチェッ

図 9．3 区の母子カード・診察方法と要精検率
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クも重要であることや，啼泣により正確な診察が
難しい場面が多いことから，股関節の診察に時間
をかけて行うことが現実的に難しいという問題も
ある．一方，医師 2 名に対して保健師 10 名と保
健師の数は確保されている．保健師による問診を
充実させることで，問診の項目を重視している松
戸方式の導入が可能であり，保健師との連携を深
めることで要精査率を改善させることは可能だろ
う．

自治体において母子カードにおける股関節の診
察項目が異なっていたが，実際には健診医個人の
知識と技量により要精検率に差が生じていると考
えられる．ある調査報告では，ほとんどの健診医
が小児健診の研修の必要性を認めており1），小児
科の健診医が整形外科医から乳児股関節の診察に
ついての研修や講習を受ける機会があると良いだ
ろう．現在，日本小児整形外科学会では，乳児股
関節健診の推奨項目を提示している（図 10）2）が，
推奨項目のうち 5 項目中 3 項目は問診で構成され
ている．保健師が問診を担当することで，健診医

の負担を減らすことが期待でき，この提言の普及
は今後重要と考える．

結　語

股関節要精検率は全受診者の 0.7％そのうち治
療を要したのは 6.6％であった．区市町村により
股関節の要精検率，要治療率に差があり，0％の
区市町村が存在した．母子カードの診察項目は，
半数が「開排制限」のみであったが，母子カードの
診察項目と健診医の実際の診察は異なっており，
経験によりカードの項目を補完していた．DDH
のスクリーニングの精度を高めるため，二次検診
システムの整備，母子カード項目の見直し，健診
医への教育，保健師協力が必要と考える．特に人
口の集中する大都市では，リスクファクターによ
るスクリーニング方式を導入する際には，体制の
整備をまず行う必要がある．
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